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公益社団法人四街道市シルバー人材センター財務規程 
 

第１章  総 則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公益社団法人四街道市シルバー人材センター（以下、「センター」という。） 

の会計処理に関する基準を定め、会計業務を正確かつ迅速に処理し、財政及び運営状況を 

明らかにして、経営の能率的運営と公益活動の向上を図ることを目的とする。 

 

（適用の範囲） 

第２条 センターの会計に関する事項は、法令及び定款に定めのある場合のほか、この規程の 

定めるところによる。 

 

（会計処理の原則） 

第３条 会計処理の手続及び原則は、公益法人会計基準（平成２０年４月１１日内閣府公益 

認定等委員会）及び公益法人会計基準の運用指針に基づくものとする。 

 

（事業年度） 

第４条 事業年度は、定款で定められた期間によるものとする。 

 

（会計区分） 

第５条 会計区分は、公益目的事業会計、収益事業等会計及び法人会計の３区分とする。 

 

（経理責任者の設置） 

第６条 センターに経理責任者を置き、会計事務を統括する。 

２ 経理責任者は事務局長とする。 

 

第２章  勘定科目及び帳簿組織 

 

（勘定科目） 

第７条 センターの会計は、別に定める勘定科目により処理する。 

 

（会計帳簿）  

第８条 会計帳簿は、次のとおりとする。 

（１）主要簿 

ア 仕訳帳 

イ 総勘定元帳 

 



 

 

（２）補助簿 

ア 現金出納帳 

イ 預金出納帳 

ウ 収支予算の管理に必要な帳簿 

エ 固定資産台帳 

オ 会費明細帳 

カ その他補助簿（補助金の管理に必要な帳簿） 

 

（帳簿書類の保存期間） 

第９条 会計関係書類の保存期間は、次のとおりとする。ただし、法令に定める保存期間が 

これを超えるものについては、その定めによる。 

（１）財務諸表                          最低１０年 

（２）附属明細書                         最低１０年 

（３）財産目録                          最低１０年 

（４）収支計算書、資金調達及び設備投資の実績を記載した書類    最低１０年 

（５）収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類   最低１０年 

（６）会計帳簿                               最低１０年 

（７）契約書、証ひょう書類                      １０年 

（８）電子取引を行った場合の取引情報に係る電磁的記録         １０年 

（９）その他の書類                                           ５年 

２ 保存期間は、事業年度終了のときから起算する。 

３ 会計関係書類を処分するときは、理事会の承認を得なければならない。 

 

第３章  収支予算 

 

（収支予算） 

第１０条 収支予算は、事業計画に基づいて編成しなければならない。 

 

（収支予算の種類） 

第１１条 収支予算は、公益目的事業会計、収益事業等会計及び法人会計について作成する 

ものとする。 

 

（予算の編成及び成立） 

第１２条 予算の編成方針は、理事会において決定し、会長はこれに基づき合理的な基準に 

より予算を事業年度開始の日の前日までに作成しなければならない。 

２ 前項により作成した事業計画及び収支予算書等（収支予算書、資金調達及び設備投資の 

見込みを記載した書類）は理事会の決議を経て、総会に報告するものとする。 

 



 

 

（予算の遵守） 

第１３条 経理責任者は、予算額を越える支出を行ってはならない。 

 

（補正予算） 

第１４条 既定の予算に追加その他変更を加える必要が生じたときは、補正予算を編成し、 

理事会の決議を経て、総会に報告するものとする。 

 

（予算の執行報告） 

第１５条 経理責任者は、予算の執行状況を毎月会長に報告しなければならない。 

 

第４章  決 算 

 

（重要な会計方針） 

第１６条 重要な会計方針は、次のとおりとする。 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法について 

有価証券及び投資有価証券は、移動平均法による原価基準を採用する。 

（２）固定資産の減価償却について 

減価償却資産は、定額法による減価償却を実施する。 

（３）引当金について 

退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する金額から中小企業退職金 

共済給付額を控除した金額を計上する。 

（４）消費税の会計処理について 

消費税の会計処理は、税込方式による。 

 

（計算書類の作成） 

第１７条 経理責任者は、事業年度終了後速やかに決算手続に入り、次の各号の計算書類を 

作成して会長に提出しなければならない。 

（１）財務諸表 

（２）附属明細書 

（３）財産目録 

（４）資金調達及び設備投資の実績を記載した書類 

（５）その他の必要な附属書類 

 

 

 

 

 

 



 

 

第５章  資金管理 

 

 （金銭の範囲） 

第１８条 この規程において、金銭とは預金及び現金をいい、現金とは通貨のほか、小切手、 

郵便為替証書、振替貯金証書等ただちに現金化できるものをいう。 

 

 （金銭の出納） 

第１９条 事務局に、出納責任者を置く。 

２ 出納責任者は、金銭の出納にあたり証ひょう書類及び電子取引を行った場合の取引情報に 

 係る電磁的記録を審査し、出納の内容及び経過を明らかにした文書、その他関係書類を添付 

し、経理責任者の審査を受けなければならない。 

 

 （領収書の発行） 

第２０条 金銭を収納したときは、所定の領収書を発行しなければならない。 

２ 銀行振込等によって入金したときは、取扱銀行等の領収書をもってこれに代えることが 

できる。 

 

 （収納金銭の処置） 

第２１条 収納した金銭は、経理責任者が特に認めた場合のほか、速やかに銀行等に預け又は 

保管するものとする。 

２ 保有する金銭については、経理責任者が金庫に保管しなければならない。 

 

 （支払事務） 

第２２条 支払は、銀行振込によるものとする。ただし、配分金、職員の給与、旅費交通費、 

謝礼、見舞金及び小口支払等これにより難い場合はこの限りではない。 

 

 （領収証の徴収） 

第２３条 金銭の支払にあたっては、住所、氏名及び捺印のある領収書を徴収しなければなら 

ない。ただし、領収書を徴することができない場合は、支払証明、その他支払の確認ができ 

る書類をもってこれに代えることができる。 

２ 支払について銀行等に振込みを行った場合は、取扱銀行等の領収書をもってこれに代える 

ことができる。 

 

 （金銭の照合及び過不足） 

第２４条 出納責任者は、現金の手許有高を毎日現金出納帳の有高と照合し、末日には銀行預 

金等の残高と預金出納帳等の残高を照合しなければならない。 

 

 



 

 

２ 金銭に過不足が生じたときは、出納責任者は直ちに経理責任者に報告し、その指示を受け 

なければならない。 

 

 （金融機関との取引）                                                 

第２５条 銀行その他の金融機関との取引を開始又は廃止するときは、会長の承認を受けな 

ければならない。 

 

 （有価証券の取得又は処分） 

第２６条 有価証券の取得又は処分するときは、会長の承認を受けなければならない。 

 

 （資金の借入れ、貸付） 

第２７条 資金の借入及び貸付については、会長の承認を受けなければならない。 

 

 （仮払い） 

第２８条 契約上あるいは事業の運営上において、資金の前渡し又は概算により支払を行う必 

要がある場合においては、経理責任者の承認を受けて、仮払により行うことができる。 

 

第６章  契  約 

 

 （契約の方法） 

第２９条 センターの契約は、指名競争入札又は随意契約の方法により会長が締結する。 

２ 前項の規定にかかわらず、定款第４条第１項に掲げる事業の契約については別に定める。 

 

 （指名競争入札） 

第３０条 予定価格が１００万円以上の請負契約、予定価格が５０万円以上の売買契約、その 

他長期にわたる貸借契約等の契約をする場合には、原則として指名競争入札によらなければ 

ならない。ただし、指名競争入札により難いものについては、この限りではない。 

 

 （入札参加者の指名） 

第３１条 指名競争入札の参加者は、参加しようとする者のうちから信用実績等を考慮の上、 

会長が指名する。 

 

 （随意契約） 

第３２条 第３０条に規定する指名競争入札による契約以外の契約を行う場合は、原則として 

随意契約の方法により行うことができる。 

 

 

 



 

 

２ 前項の規定により、随意契約の方法による場合は、なるべく２人以上の者から見積書を徴 

するものとする。ただし、予定価格が１０万円未満のとき、その他会長がその必要がないと 

認めたときは、単数見積により処理することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、法令により価格の定められている物件を買い入れるとき、その 

他会長がその必要がないと認めたときは、この限りではない。 

 

 （契約書の作成等） 

第３３条 契約書等とは、書面における契約書及び電子的に作成された契約書（以下、「電子 

文書」という。）に電子署名された署名付き電子契約書をいう。 

２ 契約の相手方を決定したときは、遅滞なく次に掲げる事項を記載した契約書等を作成し 

なければならない。ただし、契約の性質又は目的により該当しない事項については、その 

記載を要しないものとする。 

（１）契約の目的   

 （２）契約の金額 

 （３）履行期限又は期間 

 （４）契約履行の場所 

 （５）監督及び検査 

 （６）契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

 （７）履行の遅滞その他債務不履行の場合における遅滞利息、違約金、その他の損害金 

（８）前各号のほか必要な事項 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する場合は契約書の作成を省略することが 

できる。 

（１）電気、ガス若しくは水の供給、又は公衆電気通信の役務の提供を受ける者又は法令等 

の定めにより、その必要がないものであるとき 

（２）非常災害等により、緊急に施工を要する工事の請負契約のとき 

（３）物品を売り払う場合において、買受人が代金を即時に支払ってその物品を引きとる 

とき 

（４）前各号に掲げるもののほか、随時契約による場合 

 

 （請書等の徴取） 

第３４条 前条第２項の規定により契約書等の作成を省略する場合においても会長が指定する 

 契約を除き、契約の適正な履行を確保するため、請書その他これに準ずる書面を徴するもの 

 とする。ただし、５万円未満の物品購入契約で即時納品される場合については、請書その他 

 これに準ずる書面を省略することができる。 

 

 

 

 



 

 

 （検 査） 

第３５条 会長は、請負契約又は物品の買入れ並びに役務の提供を受ける契約については、 

その受ける給付の完了の確認をするため、職員に必要な検査をさせなければならない。 

 

（反社会勢力の排除） 

第３５条の２ 会長は、定款第４条第１項に掲げる事業の契約を含む契約の相手方（法人で 

ある場合には、役員及び経営に実質的に関与している者を含む。以下、本条において「相手 

方」という。）が、以下の各号に該当する者（以下、「反社会的勢力」という。）であることが 

判明した場合には、何らの催告を要せず、その契約を解除することができる。 

（１）暴力団 

（２）暴力団員 

（３）暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者 

（４）暴力団準構成員 

（５）暴力団関係企業 

（６）総会屋等 

（７）社会運動等標ぼうゴロ 

（８）政治活動等標ぼうゴロ 

（９）特殊知能暴力集団 

（１０）その他前各号に準ずる者 

２ 会長は、相手方が反社会的勢力に該当し又は以下の各号の一にでも該当することが判明 

した場合には、何らの催告を要せず、その契約を解除することができる。 

（１）反社会的勢力が経営を支配していると認められるとき 

（２）反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき 

（３） 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、 

不当に反社会的勢力を利用したと認められるとき 

（４）反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると 

認められるとき 

（５）その他役員又は経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力と社会的に非難され 

るべき関係を有しているとき 

３ 会長は、相手方が自ら又は第三者を利用して以下の各号の一にでも該当する行為をした 

場合には、何らの催告を要せず、その契約を解除することができる。 

（１）暴力的な要求行為 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３）取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

（４）風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の信用を棄損し、又は相手方の業務を 

妨害する行為 

（５）その他前各号に準ずる行為 

 



 

 

４ 会長は、本条各項の規定により契約を解除した場合には、相手方に損害が生じても何ら 

これを賠償ないし補償することは要せず、また、かかる解除によりセンターに損害が生じた 

場合においても、相手方にその賠償を請求しないものとする。 

５ 本条に定めのない事項、あるいは疑義ある事項については、暴力団員による不当な行為の 

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）及び千葉県暴力団排除条例（平成２３年３月 

１８日条例第４号）その他の法令及び規則、四街道市暴力団排除条例（平成２４年３月３０ 

日条例第２号）の規定に準じ、その契約を解除するものとする。 

 

第７章  固定資産管理 

 

 （固定資産の範囲） 

第３６条 この規程において、固定資産とは、次のものをいう。 

（１）基本財産 

    土地、建物、定期預金、投資有価証券等 

（２）特定資産 

    退職給付引当資産（退職給与を支払うための特定資産）、減価償却引当資産（固定資産 

の減価償却相当額を特定預金とした場合の資産）等 

（３）その他固定資産 

    土地、建物、車両運搬具、什器備品、電話加入権、ソフトウエア、敷金、保証金、預 

託金等 

２ 有形固定資産は、その取得価格が１０万円以上で、かつ、使用可能年数１年以上の使用目 

的の資産をいう。 

 

（固定資産の管理及び保管責任者） 

第３７条 事務局に、固定資産管理責任者を置き、固定資産の管理及び事務を行う。 

 

 

（固定資産管理の帳簿） 

第３８条 固定資産管理責任者は、固定資産台帳を備え、固定資産の保管状況及び異動につい 

て記録を行うとともに、その異動に関し、必要事項をその都度経理責任者に通知しなければ 

ならない。 

 

 （固定資産の取得） 

第３９条 固定資産の取得は、別に定める事案決定区分に従い，決定権者の決定を得て行うも 

のとする。 

 

 

 



 

 

 （固定資産の評価） 

第４０条 固定資産の取得価格は次による。 

（１）購入に係るものは購入価格及びその附帯費用 

（２）建設に係るものはその建設に要した費用 

（３）交換によるものはその交換に対して提供した資産の帳簿価格 

（４）贈与によるものはその時の適正な評価額 

 

 （減価償却資産の減価償却） 

第４１条 有形減価償却資産及び無形減価償却資産の減価償却については、定額法により毎事 

業年度末において減価償却を行うものとする。 

２ 減価償却資産の残存価格について、以下のとおりとする。 

（１）平成１９年３月３１日以前に取得した有形固定資産 

有形固定資産について償却計算を実施するための残存価格は取得価格の１０％とす 

る。耐用年数到来時においても使用し続けている有形固定資産については、さらに備忘 

価格（１円）まで償却を行うことができるものとする。 

（２）無形固定資産 

    無形固定資産については、当初より残存価格をゼロとして減価償却を行うものとする。 

３ 減価償却資産の耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令に定めるところに 

 よる。 

 

（固定資産の改良及び修繕） 

第４２条 固定資産の耐用年数を延長する部分、またその価格を増加せしめる部分に対応する 

支出額は、その資産の価格に加算する。 

 

 （固定資産の処分） 

第４３条 固定資産の廃棄、売却等の処分にあたっては、別に定める事案決定区分に従い、会 

長の決定を得なければならない。 

 

（固定資産の現物照合） 

第４４条 固定資産管理者は、常に良好な状況において管理し、毎事業年度１回以上固定資産 

台帳と現物照合し、差異がある場合は、所定の手続きを経て帳簿の整備を行わなければなら 

ない。 

 

第８章  物品等管理 

 

 （物品の区分） 

第４５条 物品等は、次の各号に掲げる区分に従い、整理するものとする。 

 



 

 

（１）備品   

（２）消耗品 

（３）材料品 

（４）その他の物品 

（５）小額ソフトウエア 

２ 備品（固定資産を除く。）は、機械器具、工具、机、椅子等原形のまま比較的長期の反復使 

用に耐える物品をいい、取得価格が１万円以上１０万円未満のもの、若しくは取得価格が 

１０万円以上であっても使用可能期間が１年未満のものとする。 

３ 消耗品は、上記の備品、材料品及びその他の物品以外の物品で、単位取得が原則として、 

１万円未満であり、原形のまま比較的長期の反復使用ができないものをいう。 

４ 材料品は、工事及び修繕用の原料及び材料をいう。 

５ その他の物品は、備品、消耗品、材料品以外のものをいう。 

６ 小額ソフトウエアはソフトウエアのうち、取得価格が１０万円未満のものをいう。 

 

 （物品等の管理及び保管責任者） 

第４６条 事務局に、物品等管理責任者を置き、物品の管理及び事務を行う。 

 

 （物品等の帳簿） 

第４７条 物品等管理責任者は、次の各号のうち必要な帳簿を備え、物品等の保管状況及び異 

動について記録を行うとともに、その異動に関し、必要事項をその都度経理責任者に通知し 

なければならない。 

（１）備品台帳   

（２）消耗品受払簿 

（３）材料品受払簿 

（４）その他の物品受払簿 

（５）小額ソフトウエア台帳 

２ 物品等管理責任者は、郵券等の証紙類について郵券等受払簿を備え、記録しなければなら 

ない。 

３ 物品等管理責任者は、貸付物品について、貸与品整理簿を備え、また、消耗品、材料品、 

その他の物品については受払簿を備え、整理しなければならない。 

 

 （物品の取得等） 

第４８条 物品の取得、評価、改良、修繕及び処分については、第３９条から第４０条まで及 

び第４２条から第４４条までの規定を準用する。 

 

 

 

 



 

 

第９章  監 査 

 （目的） 

第４９条 監査は、業務の執行状況及び財産の状況を監査し、不正、誤謬、脱漏を防止するこ 

とにより、法人業務の適正化を図ることを目的とする。 

 

 （監事の職務） 

第５０条 監事は、前条の目的を達成するために、定期的に監査を行わなければならない。 

 

 （監査計画） 

第５１条 監事が監査を行うに当たっては、あらかじめ監査計画を樹立し、実施するものとす 

る。 

 

 （監査報告） 

第５２条 監事は、監査終了後すみやかに監査報告書を会長に提出しなければならない。 

 

 （守秘義務） 

第５３条 監事は、職務上知り得た事項を正当な理由なく、他に漏らしてはならない。 

 

第１０章  雑 則 

 

 （責任者の任免） 

第５４条 この規程に定める経理責任者、出納責任者、固定資産管理責任者、物品等管理責任 

者については、会長が任免する。 

 

 （規程の改廃） 

第５５条 この規程の改廃は理事会において決定しなければならない。 

 

 （委任） 

第５６条 この規程の施行について必要な事項は、会長が定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

附 則 

  

  この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律第１０６条第１項に

定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

 

２ この規程（第９条、第１９条、第３３条、第３４条、第３５条の２）は、令和４年９月 

２２日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 別表（規程第７条） 

勘  定  科  目  表 

 

１．貸借対照表及び財産目録に係る勘定科目及び取扱要領 

 

（資産の部） 

勘定科目 取扱要領 

流動資産  

    現金  

    普通預金  

    郵便貯金  

    未収金  

    仮払金 処理未定の一時的仮払金 

    前払金  

    立替金 賠責事故等の支払 

固定資産  

  特定資産 特定の目的のために使途等に制約を課した資産 

    退職給与引当資産 退職給付を支払うための特定預金等 

    減価償却引当資産 

固定資産の減価償却相当額を特定預金としたも

の 

    財政運営資金積立資産  

その他の固定資産  

    車両運搬具  

    什器備品  

    電話加入権  

    預託金  

 

（負債の部） 

勘定科目 取扱要領 

流動負債  

    未払金 事業費等の未払額 

    前受金  

    預り金 源泉所得税等の預り金 

    仮受金 処理未定の一時的仮受金 

固定負債  

    退職給与引当金 退職給付に係る見積債務額 

 

（正味財産の部） 

勘定科目 取扱要領 

指定正味財産 使途に制約が課されている資産の受入額 

   （うち基本財産への充当額） 指定正味財産合計のうち基本財産への充当額 

   （うち特定資産への充当額） 指定正味財産合計のうち特定資産への充当額 

一般正味財産 正味財産から指定正味財産を控除した額 

   （うち基本財産への充当額） 一般正味財産合計のうち基本財産への充当額 

   （うち特定資産への充当額） 一般正味財産合計のうち特定資産への充当額 



 

２．正味財産増減計算書及び収支予算書（損益ベース）に係る勘定科目及び取扱要領 

 

Ⅰ．一般正味財産増減の部 

勘定科目 取扱要領 

１．経常増減の部   

（１）経常収益   

受託事業収益   

受取配分金 
就業した会員への支払配分金に充てられるべき

収益 

受取材料費等 就業に係る支払材料費等に充てられるべき収益 

受取事務費 就業機会の提供に係る実費弁償的収益 

労働者派遣事業等受託収益   

労働者派遣事業等受託収益 
労働者派遣事業の補佐に関する連合本部からの

受託収益 

介護保険事業収益   

介護保険報酬収益 介護保険報酬に関する収益 

介護保険利用者負担金収益 介護保険利用者負担金に関する収益 

○○受託事業収益 ○○○○に係る収益 

受取会費   

正会員受取会費 正会員からの会費収益 

特別会員受取会費 特別会員からの会費収益 

賛助会員受取会費 賛助会員からの会費収益 

受取補助金等   

受取連合交付金 連合本部から交付される国庫補助金 

受取都道府県補助金 都道府県から直接交付される補助金 

受取市（区）町村補助金 市（区、町、村）から直接交付される補助金 

受取連合助成金 連合本部から交付される助成金 

シニアワークプログラム技能講習共同費収益 
シニアワークプログラム地域事業に関する連合

本部からの共同費 

シニア就業支援プログラム受託事業収益 
シニア就業支援プログラム事業に関する連合本

部からの委託費 

受取負担金   

受取負担金 研修・講習参加費等の収益 

受取寄付金   

受取寄付金 他団体からの寄付による収益 

特定資産運用益   

特定資産受取利息 預貯金の利息収益 

雑収益   

受取利息 預貯金の利息収益 

雑収益 その他の雑収益 

○○収益   

○○収益 ○○○○に関する収益 

 

 

 



 

勘定科目 取扱要領 

（２）経常費用   

事業費 事業の目的のために要する費用 

支払配分金 就業会員に対する配分金支払い 

支払材料費等 原材料代、就業に伴う諸経費等 

役員報酬 事業に関する常勤役員の報酬 

給料手当 
事業に関する職員基本給、職員特別手当、 

職員諸手当 

臨時雇賃金 事業に関する臨時雇賃金 

法定福利費 事業に関する法定福利費 

退職給付費用 事業に関する退職給付費用 

福利厚生費 事業に関する福利厚生費 

会議費 事業に関する会議費 

役員等旅費交通費 事業に関する役員等旅費交通費 

旅費交通費 事業に関する旅費交通費 

通信運搬費 事業に関する通信運搬費 

減価償却費 事業に関する減価償却費 

什器備品費 
事業に関する什器備品費 

（購入価額が１万円以上１０万円未満のもの） 

消耗品費 事業に関する消耗品費 

介護用品費 介護保険事業に関する修繕費 

介護消耗品費 介護保険事業に関する印刷製本費 

修繕費 事業に関する修繕費 

印刷製本費 事業に関する印刷製本費 

光熱水料費 事業に関する光熱水料費 

賃借料 事業に関する賃借料 

保険料 事業に関する保険料 

諸謝金 事業に関する諸謝金 

租税公課 事業に関する租税公課 

支払負担金 事業に関する支払負担金 

組織活動助成費 
事業に関する会員の組織活動（班組織等）に要する実費

相当経費の一部助成 

委託費 事業に関する委託費 

教材費 事業に関する教材費 

講習企画購入費 事業に関する講習企画購入費 

訓練委託費 事業に関する訓練委託費 

作業適応訓練費 事業に関する作業適応訓練費 

支払手数料 事業に関する支払手数料 

貸倒損失 事業に関する貸倒損失 

支払委託金等返還 事業に関する支払委託金等返還 

○○費 ○○○○に係る費用 

雑費 事業に関する雑費 

 

 

 



 

勘定科目 取扱要領 

管理費 法人の事業を管理するため、毎年度経常的に要する費用 

役員報酬 上記に関する常勤役員の報酬 

給料手当 上記に関する職員基本給、職員特別手当、職員諸手当 

臨時雇賃金 上記に関する臨時雇賃金 

法定福利費 上記に関する法定福利費 

退職給付費用 上記に関する退職給付費用 

福利厚生費 上記に関する福利厚生費 

会議費 上記に関する会議費 

役員等旅費交通費 上記に関する役員等旅費交通費 

旅費交通費 上記に関する旅費交通費 

通信運搬費 上記に関する通信運搬費 

減価償却費 上記に関する減価償却費 

什器備品費 上記に関する什器備品費 

消耗品費 上記に関する消耗品費 

修繕費 上記に関する修繕費 

印刷製本費 上記に関する印刷製本費 

光熱水料費 上記に関する光熱水料費 

賃借料 上記に関する賃借料 

保険料 上記に関する保険料 

諸謝金 上記に関する諸謝金 

租税公課 上記に関する租税公課 

支払負担金 上記に関する支払負担金 

委託費 上記に関する委託費 

支払手数料 上記に関する支払手数料 

支払委託金等返還 上記に関する支払委託金等返還 

○○費 上記に関する○○費 

雑費 上記に関する雑費 
  

評価損益等調整前当期経常増減額   

基本財産評価損益等 

一般正味財産を充当した基本財産に含められている投

資有価証券に時価法を適用した場合における評価損益

及び売却損益 

特定資産評価損益等 

一般正味財産を充当した特定資産に含められている投

資有価証券に時価法を適用した場合における評価損益

及び売却損益 

投資有価証券評価損益等 
投資有価証券に時価法を適用した場合における評価損

益及び売却損益 

 

 

 

 

 

 

 



 

勘定科目 取扱要領 

２．経常外増減の部   

（１）経常外収益   

固定資産売却益 固定資産の売却による売却差益 
   

（２）経常外費用   

固定資産売却（除却）損 固定資産の売却（除却）による売却（除却）差損 
   

経常外費用計   

当期経常外増減額   

他会計振替額 内訳表に表示した「その他会計」からの振替額 

当期一般正味財産増減額   

一般正味財産期首残高   

一般正味財産期末残高   

 

 

Ⅱ．指定正味財産増減の部 

勘定科目 取扱要領 

受取補助金等 使途が制約されている補助金等の受入額 
   

一般正味財産への振替額 指定正味財産から一般正味財産への振替額 
   

当期指定正味財産増減額   

指定正味財産期首残高   

指定正味財産期末残高   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅲ．正味財産期末残高 

 

投資活動及び財務活動に関する見込 

勘定科目 取扱要領 

【投資活動収支の部】   

〈投資活動収入〉   

固定資産売却収入   

車輛運搬具売却収入 車両運搬具の売却による収入 

什器備品売却収入 什器備品の売却による収入 

電話加入権売却収入 電話加入権の売却による収入 

敷金・保証金等戻り収入   

敷金戻り収入 敷金の戻り収入 

保証金戻り収入 保証金の戻り収入 

預託金戻り収入 リサイクル料金に伴う預託金相当額の収入 

特定資産取崩収入   

退職給付引当資産取崩収入 退職給付引当預金の取崩しによる収入 

減価償却引当資産取崩収入 減価償却引当預金の取崩しによる収入 

財政運営資金資産取崩収入 固定資産とした運転資金の取崩しによる収入 

〇周年記念事業積立資産取崩収入 固定資産とした積立預金の取崩しによる収入 

〇〇積立資産取崩収入 固定資産とした積立預金の取崩しによる収入 

〈投資活動支出〉   

固定資産取得支出   

車輛運搬具購入支出 車両購入経費 

什器備品購入支出 
什器備品購入経費（耐用年数１年以上で、購入価額が１

０万円以上のもの） 

電話加入権購入支出 電話設置経費 

リース資産購入支出 リース資産購入経費 

○○購入支出 ○○購入経費 

敷金･保証金等支出   

敷金支出 建物の賃貸借契約における敷金 

保証金支出 保証金 

預託金支出 リサイクル料金のうち預託金で処理するもの 

特定資産取得支出   

退職給付引当資産取得支出 
退職給付引当金相当額を固定資産として内部留保した

額 

減価償却引当資産取得支出 減価償却額相当額を固定資産として内部留保した額 

財政運営資金資産取得支出 運転資金を固定資産として内部留保した額 

○周年記念事業積立資産取得支出 積立預金を固定資産として内部留保した額 

○○積立資産取得支出 積立預金を固定資産として内部留保した額 

 

 

 

 

 

 



 

勘定科目 取扱要領 

【財務活動収支の部】   

〈財務活動収入〉   

借入金収入   

短期借入金収入 返済期間が１年未満の借入金収入 

リース債務収入   

リース債務収入 リース債務収入 

〈財務活動支出〉   

借入金返済支出   

短期借入金返済支出 短期借入金の返済額 

リース債務返済支出   

リース債務返済支出 リース債務返済額 

 


